
事務事業仕分表（農林水産部　非公）

仕分け

項　目 部 NO 事　務　内　容 備　　考

根拠法令

Ⅲ　事業活動の規制に関する事務

　Ⅲ－２　農産物の生産・流通に関する規制

ＪＡＳ法 農 1 農林物資の品質表示に係る違反事案等の申出
受付，製造・販売業者に対する立入検査，遵守
指示，公表　等

〔本庁事務〕　地域事務所の区域を越えて活動
する販売業者等に対する上記事務，権限

農林物資の規格化及び品質表
示の適正化に関する法律
１９条の９，２０条２項，２１条

○ １　移譲事務の範囲
　広域販売業者（営業活動圏域が基
礎自治体の区域で完結しない製造・
販売業者）の違反事案などに係る立
入検査等については，県で実施す
る。

２　移譲に当たっての留意事項
・規制客体が重複する食品衛生法所
管機関（保健所部門等）との連携確
保が必要である。
・違反事案に対する指示・公表の基
準が基礎自治体で差があると公平性
が保たれないため，関係機関（基礎
自治体と県，農政事務所）で構成す
る連絡会議において指示・公表基準
を検討する必要がある。

農 2 〔本庁事務〕日本農林規格制定に係る国への具
申，登録格付機関の登録，改善命令　等

農林物資の規格化及び品質表
示の適正化に関する法律
８条，１４条，１６条，１７条，１７
条の２，１７条の４，１９の２

○

農薬取締法 農 3 農薬販売者，使用者に対する報告命令，立入
検査　等

〔本庁事務〕農薬販売業の届出受理，監督処分
等

農薬取締法
８条，１３条，１４条

○ ○移譲にあたっての留意事項
・残留農薬が検出された場合などに
おける危機管理について，関係機関
（保健所部門等）と連携体制を構築
する必要がある。
・農薬に関する専門知識等が必要で
ある。
・違反事案に対する指導・監督の基
準が基礎自治体で差があると公平性
が保たれないため，基礎自治体との
連絡会議において対応基準を検討
する必要がある。

肥料取締法 農 4 〔本庁事務〕肥料販売業者の販売業務届出受
理，立入検査，行政処分　等

肥料取締法
１９条２項，２３条，２９条３項，
同４項，３０条３項，４項，６項，
７項，３１条２項，３項，７項，３
３条，３４条

○ １　移譲事務の範囲
　生産業者，輸入業者に関する指
導・監督権限は，県に留保する。

２　移譲にあたっての留意事項
・行政客体がほぼ同一の農薬取締法
と同時期に移譲する。
・肥料に関する専門知識等が必要で
ある。

食品の安全に関する
基本方針等の周知，
啓発

農 5 「広島県食品の安全に関する基本方針」等の普
及・啓発，農薬知識の普及，指導・助言　等

○ 　広域的な普及・啓発等については，
県で実施する。

養蜂転飼 農 6 ○養ほう振興法
養蜂業の届出受理

〔本庁事務〕他県からの転飼許可

養ほう振興法
３条，４条

○ 　

農 7 ○広島県みつばち転飼条例
転飼場所への立入検査

〔本庁事務〕県内転飼許可，転飼調整（巣門の
閉鎖，ほう群撤去）措置　等

広島県みつばち転飼条例 　広島県みつばち転飼条例は廃止。
　なお，県条例廃止後，基礎自治体
において，地域における人畜被害対
策の観点から必要と考える場合に
は，独自に条例を制定し蜜蜂の県内
転飼を規制。

畜産環境保全（排泄
物適正管理処理）

農 8 家畜排泄物の適正管理・処理に係る畜産業者
に対する指導助言，勧告，立入検査，家畜排泄
物処理高度化施設整備計画の認定　等

家畜排泄物の適正管理法
４条，５条，６条，９条，１０条，
１３条

○ １　移譲事務の範囲
　本庁権限である「都道府県家畜排
泄物利用促進計画策定事務」は県に
留保する。

２　移譲にあたっての留意事項
　指導・立入検査業務には，堆肥処
理技術等に関する知識が必要であ
る。

卸売市場 農 9 ○卸売市場法
地方卸売市場への立入検査　等

〔本庁事務〕県卸売市場整備計画策定，地方卸
売市場開設許可，許可手続き等を定めた条例
制定　等

卸売市場法
６条，５５条，６６条，６８条　等

○

窓
口
委
託

県
実
施

権
限
移
譲

27



事務事業仕分表（農林水産部　非公）

仕分け

項　目 部 NO 事　務　内　容 備　　考

根拠法令

窓
口
委
託

県
実
施

権
限
移
譲

農 10 ○広島県卸売市場条例
「その他市場」の開設届受理，立入検査　等

広島県卸売市場条例
２４条，２９条　等

　広島県卸売市場条例に基づく法の
上乗せ規制（その他市場に関する規
制）は廃止する。

家畜市場 農 11 市場外取引許可，立入検査　等

〔本庁事務〕家畜市場登録証交付，市場再編整
備地域指定，市場再編勧告　等

家畜取引法 ○

家畜商 農 12 家畜商免許登録，営業補償金供託届出，立入
検査　等

〔本庁事務〕家畜免許講習会実施

家畜商法 ○

農産物（畳表）検査 農 13 指導・助言事務　等

〔本庁事務〕畳表の合否検査規格制定，検査委
託事務　等

広島県農産物検査条例 　条例廃止

かんきつ規格 農 14 かんきつ規格指導員による検査指導　等

〔本庁事務〕かんきつ規格制定，果樹農業振興
審議会への意見聴取　等

広島県かんきつ規格条例 　条例廃止

Ⅵ　地域の土地利用に関する事務

　Ⅵ－１　農山村の土地利用に関する事務

農業振興地域の整
備

農 15 農用地区域内の開発行為許可，許可にあたっ
ての農業会議への意見聴取，措置勧告　等

農業振興地域整備法
１５条の１５－１項，５項，６項，
１５条の１６，１５条の１７－１
項，２項，１７条

○ 　現在，５ha以上の開発行為許可に
ついては本庁で所掌

農 16 市町農業振興地域整備計画の同意事務　等

〔本庁事務〕農業振興地域整備基本方針策定，
農業振興地域の指定，土地利用権の設定に関
する承認　等

農業振興地域整備法
４条，５条，６条，７条，８条４
項，１５条の７

○ 　市町計画の県協議廃止による市町
事務完結化を国に提案する。

林地開発許可 農 17 林地開発行為許可，許可にあたっての広島県
森林審議会への意見聴取（１０ha以上），開発
行為中止命令　等

森林法
１０条の２－１項，４項，６項，１
０条の３

森林法施行細則
６条，７条，８条，９条，１１条，
１２条，１３条，１４条

○ １　現在，５ha以上の開発行為許可
は本庁で所掌。

２　移譲にあたっての留意事項
　指導基準，許可基準等の周知徹底
や，開発に係る関連諸法例の熟知等
の研修等が必要である。

土砂の適正処理 農 18 ２，０００㎡以上の土砂埋立行為等の許可，５０
０立方メートル以上の土砂搬出時の届出受理，
土砂搬入禁止区域の指定　等

広島県の土砂の適正処理に関
する条例

○ 　すべての市町に移譲する場合に
は，特例条例ではなく，全市町が独
自に条例を制定する必要がある。
（自治法252の17の2）

１～３号保安林
（水源涵養，土砂
流失防備，土砂崩
壊防備保安林）の
指定・解除

農 19 保安林の指定・解除申請に係る現地調査　等

〔本庁事務〕保安林の指定・解除（重要流域を除
く），指定・解除にあたっての森林審議会への諮
問，一定面積以上の解除の場合における国へ
の協議

森林法
２５条の２－１項，３項，２６条
の２－１項，２６条の２－３項，
４項，２７条　等

○

※

○

１～３号保安林の
管理（立木伐採許
可，標識設置等）

農 20 保安林における間伐許可，土地の形質形状変
更許可，標識設置　等

森林法
３４条，３４条の２，３９条，３９
条の２　等

○

※

○

１～３号保安林の
管理（損失補償
等）

農 21 保安林所有者等に対する損失補償金の交付事
務　等

森林法
３５条

○

※

○

４～１１号保安林
（保健（保健休
養，生活環境保
全）保安林，風致
保安林等）の指
定・解除

農 22 保安林の指定・解除申請に係る現地調査　等

〔本庁事務〕保安林の指定・解除，指定・解除に
あたっての森林審議会への諮問，一定要件に
該当する解除の場合における国への協議　等

森林法
２５条の２－２項，３項，２６条
の２－２項，２６条の２－３項，
４項，２７条　等

○

※

○

４～１１号保安林
の管理（立木伐採
許可，標識設置
等）

農 23 保安林における間伐許可，土地の形質形状変
更許可，標識設置　等

森林法
３４条，３４条の２，３９条，３９
条の２　等

○

※

○

４～１１号保安林
の管理（損失補償
等

農 24 保安林所有者等に対する損失補償金の交付事
務　等

森林法
３５条

○

※

○

※　国の制度改正後，権限移譲

１　移譲事務の範囲と時期
・島嶼・沿岸部の普通河川など市町
の区域内で完結する水系における保
安林指定・解除等については，国に
制度見直し提案（解除にあたっての
国同意撤廃等）を行い，制度改正後
条件の整った段階で，保安林伐採許
可などの保安林管理事務等と併せて
移譲する。
・一方で，市町の区域を越えた水系
に係る保安林については，制度改正
がなされても県に権限を留保する。

２　移譲にあたっての留意事項
　ア　指定解除の統一を図るために
は，関係する部署，諸法令を熟知す
る必要があり，十分な研修等が必要
である。

　イ　損失補償金については，県内で
統一的な基準で算定される必要があ
るため，再評価の時期等について基
礎自治体間の相互調整が必要。
　また，指定・解除権限を有する者が
損失補償金を交付できるよう基礎自
治体への一般財源化などについて
国に提案する。
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入会林野整備 農 25 入会林野に係る権利関係の近代化（関係者合
意による入会権登記）を図るための地元調整

〔本庁事務〕入会林野整備計画の認可，調停，
嘱託登記，
旧慣使用林野整備計画認可，農業委員会への
意見聴取　等

入会林野等に係る権利関係の
近代化の助長に関する法律
３条，６条，７条，８条，９条，１
０条，１１条，１４条，１７条，１９
条，２２条

○ 本庁権限を含めた移譲

森林病害虫等防除 農 26 病害虫等の駆除命令，立入調査，市町に対す
る薬剤空中散布等に要する経費の補助金交付
事務，発生予察等調査　等

森林病害虫防除法 ○

緑の雇用保全整備
対策事業（松くい
虫被害保安林整
備）

農 27 県営保安林の松枯れ保全事業（緊急雇用対策
基金を活用した委託事業）

Ｈ１６年度終了事業

広島県緊急雇用創
出基金事業（松く
い虫被害跡地修景
整備）

農 28 市町村が実施する松枯れ後の跡地保全等につ
いて補助金交付事務

Ｈ１６年度終了事業

県地域森林計画 農 29 県地域森林計画策定のためのモリタリング
調査　等

〔本庁事務〕県地域森林計画策定，県森林
審議会，関係市町への意見聴取　等

森林法
５条，６条，７条

○

市町村森林整備計
画

農 30 市町森林計画策定指導・助言　等

〔本庁事務〕市町森林計画協議事務

森林法
１０条の５，１０条の６

○

森林施業計画 農 31 複数の市町にまたがる森林施業計画認定，施
業者に対する指導・助言

森林法
１９条

○

森林整備地域活動
支援事業

農 32 市町（森林施業計画認定者に対する現況調査，
作業道整備に係る助成）に対する補助金交付
事務

○

里山林整備及び森
林環境教育

農 33 森林ボランティア活動支援（事業主体：非営利
団体），高校生の森林林業学習体験（事業主
体：市町）に対する補助金交付事務

○

造林事業 農 34 市町が実施する造林事業に対する補助金交付
事務

○

間伐事業及び間伐
推進対策

農 35 市町が実施する間伐事業に対する補助金交付
事務

○

造林，間伐作業路
設置

農 36 市町が実施する作業路設置に対する補助金交
付事務

○

Ⅵ　地域の土地利用に関する事務

　Ⅵ－２　農山村の土地利用集積を図る事務

農業経営基盤強化
促進法

農 37 市町基本構想（市町村農業経営基盤強化促進
基本構想）の策定・変更への同意事務，市町が
行う認定農業者の認定等の事務に対する補助
金交付事務，指導・助言　等

農業経営基盤強化促進法
６条６項

○ 　市町に対する指導・助言は，市町
の主体的な対応に委ね，県の関与は
段階的に縮減する。

　市町計画の県協議廃止による市町
事務完結化を国に提案する。

農地保有合理化（流
動化）

農 38 農地保有合理化事業規程承認，農地保有合理
化法人（農林振興C）が行う農地流動化事業に
要する資金借入（県信連から借入）に対する利
子補給補助金交付事務　等

農業経営基盤強化促進法
７条，８条，９条，１０条，１１条

○ 　補助金交付事務は，利子補給金の
交付主体が段階的に市町移行する
に伴い，縮小・廃止する。
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農地法 農 39 農地等所有権移転許可
　（３条許可のうち，他の市町に居住する者によ
る買取）

農地法
３条

○

農 40 自己目的による農地転用許可，許可しようとす
る場合における県農業会議への意見聴取，２ha
超４ha以下の許可に係る農林水産大臣への協
議，４ha超の許可に係る農林水産大臣への進
達・意見書提出　等

農地法
４条，附則２項１号

農地法施行令
１条の７

○ １　農業会議への諮問は，基礎自治
体が直接実施する。

２　国への提案事項
・２ha超４ha以下の許可に係る国協
議廃止
・国の権限（４ha超）の県（又は市町）
への移譲
・農業委員会の必置規制廃止
・農業会議の必置規制廃止

農 41 農地転用・所有権移転許可，許可しようとする
場合における県農業会議への意見聴取，２ha
超４ha以下の許可に係る農林水産大臣への協
議，４ha超の許可に係る農林水産大臣への進
達・意見書提出　等

農地法
５条，附則２項２号

農地法施行令
１条の１５

○ １　農業会議への諮問は，基礎自治
体が直接実施する。

２　国への提案事項
・２ha超４ha以下の許可に係る国協
議廃止
・国の権限（４ha超）の県（又は市町）
への移譲
・農業委員会の必置規制廃止
・農業会議の必置規制廃止

農 42 農地等の賃貸借の解約等の許可，許可しようと
する場合における県農業会議への意見聴取

農地法
２０条

○ 　農業会議への諮問は，基礎自治体
が直接実施する。

農地関係証明事務 農 43 農地転用許可証明書の発行事務，買受適格証
明（農地競売参加の際必要）事務　等

○ 　農地法３条，４条，５条許可権限に
付随した業務であり，原権限に併せ
移譲されるべきものである。

標準小作料 農 44 農業委員会に対する標準小作料設定・改定へ
の指導・助言

〔本庁事務〕小作料標準額決定の農業委員会
からの通知受理

農地法
２３条

○ 　農業委員会に対する指導・助言事
務は，基礎自治体の主体的な対応に
委ね県の関与は段階的に縮減する。

農事調停・和解 農 45 農業委員会からの申出に基づく和解の仲介，民
事調停法の農事調停（小作主事派遣、裁判官
等協議）　等

農地法
４３条の２，４３条の３，４３条の
５，４３条の６

農地法施行令
３条の６～１１

○

農地等統計・調査 農 46 農地等権利移動状況，農地賃貸借・利用権の
終了状況，農地法第４条・第５条に基づく農転
状況調査　等

○

農業委員会交付金 農 47 市町に対する農業委員会交付金の交付事務 ○ 　交付金の市町に対する一般財源化
を国に提案する。

自作農財産（国有農
地，開拓財産）の管
理及び処分

農 48 自作農財産の貸付，土地・立木等の維持・保
存，国有財産台帳の保存事務　等

農地法
７８条１項

農地法施行令
１５条１項

○ 　県としての財産管理処分に係る具
体化案を検討・作成のうえ，知事会
等を通じて，国に全国的，かつ抜本
的な解決に向けた見直しを要請す
る。

Ⅶ　農林水産業の振興に関する事務

　Ⅶ－１　農林水産業の経営体育成・支援に関する事務

農業改良普及事業 農 49 農業の改良普及，技術普及，経営計画策定支
援，生産・加工・販売ネットワークづくり　等

農業改良助長法 ○ 　農林水産業の普及事業について
は，法改正の動向等を踏まえなが
ら，そのあり方を検討する。

水産業改良普及事
業

農 50 技術普及事務　等 ○ 同上

栽培漁業の推進 農 51 栽培漁業推進に係る指導普及事務 ○ 　水産普及業務の具体的なあり方を
検討する際に，今後の実施方法等を
整理する。

資源管理型漁業
（補助金を除く）

農 52 資源管理型漁業に係る指導普及事務 ○ 　水産普及業務の具体的なあり方を
検討する際に，今後の実施方法等を
整理する。
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託
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海洋牧場の管理 農 53 海洋牧場（木江，豊浜の２ヶ所）の管理を行う漁
協に対する指導普及　等

○ 　県有財産である給飼施設を関係町
に移管するとともに，漁協に対する指
導も基礎自治体に委ねる。

農業経営対策（地域
農業マスタープラン）
の推進

農 54 市町が策定する地域農業マスタープランへの指
導・助言事務　等

○

農業生産法人 農 55 農業会議と連携した，農業生産法人の設立・育
成に関する市町や農協に対する指導・助言事
務　等

○

青年農業者等担い手
の育成対策

農 56 青年農業者等の担い手育成に関する指導・助
言事務　等

○

農村高齢者・女性対
策

農 57 高齢者，女性の社会参画支援に関する指導・助
言事務　等

○

農業者年金 農 58 農業委員会・農協が農業者年金基金から業務
受託している加入活動推進に関する指導・助言
事務　等

○

農業の機械化 農 59 農業機械導入、安全利用、適正整備，技能者
育成等に関する指導・助言事務　等

○

集落農場型農業生
産法人の育成

農 60 市町への指導啓発事務，農業法人等の機械施
設整備への単県補助金交付事務　等

○

指定助成事業 農 61 農畜産業振興機構からの受託に基づく，助成事
業推進のための指導・助言事務　等

○

畜産リース事業 農 62 畜産環境整備機構からの受託に基づく，リース
事業推進のための指導・助言，申請書経由事
務　等

○

畜産経営資金 農 63 中央畜産会からの受託に基づく，利子補給承認
申請書経由事務　等

○

自給飼料・流通飼料 農 64 飼料の品質，安全性確保に係る指導・助言事務
等

○

畜産共進会 農 65 家畜品評会における審査員派遣，賞状交付事
務　等

○

林業労働力対策 農 66 森林整備を担う人材の確保・育成事業に係る補
助金交付（農林振興C実施）事務，推進事業
等

○

木材振興 農 67 木材団体に対する地域材普及啓発等に要する
経費の補助金交付事務，木材の利用拡大・促
進に関する指導・助言事務　等

○

林業普及業務との
総合調整

農 68 森林環境づくり支援Cとの連絡・調整事務　等 　事務廃止（森林環境支援Cと地域
林業者等の連絡調整等に関する事
務であり，基礎自治体の主体的対応
に委ねる。）

流域森林整備セン
ター(流域管理シス
テムの推進に関す
ること)

農 69 大田川流域森林整備Cが主催する協議会等へ
参画し，流域材の流通効率化等に関する指導・
助言事務，補助金交付事務　等

○

特用林産物の生産
流通

農 70 関係機関との総合調整，補助金交付事務，特
用林産物の生産流通に関する指導・助言　等

○

林業用種苗 農 71 母樹伐採届出受理，立入検査，生産事業者
の登録，事業推進事業　等

林業種苗法
７条３項，１２条，２８条
等

○

森林国営保険 農 72 損害発生通知受理，現況確認，保険加入促進
事務　等

〔本庁事務〕申込受付，保険証書交付

国営森林保険法施行令 ○ 　県が介在しない制度への見直しを
国に提案する。

１　農業経営体の育成支援に関
する事務事業については，基礎
自治体で総合的・一元的に実施
できるよう見直しを行う。

２　このため，地域事務所と市町
が重層的に行っている事務事業
は，基礎自治体に一元化すること
を基本とし，県の関与は，段階的
に縮減する。

３　国への提案
　①　国要綱・要領等において，
県の基礎自治体に対する関与が
定められているものについては，
基礎自治体での事務の完結化

　②　国庫補助金については，基
礎自治体で事務が完結するよう
一般財源化又は直接補助などの
制度見直し

国等に対し，国関係団体と
県域団体の事務完結化に
ついて制度見直し提案を
行う。

　地域レベルの表彰事務等
は，基礎自治体に委ね，県
の事務は，縮小する。

　地域の業振興に係る指導普及事務
であり，基礎自治体に委ね，県の関
与は段階的に縮減する。
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農業制度資金（近代
化・振興・公庫）

農 73 農協に対する利子補給金交付事務

　※　近代化資金利子補給申請受付
　　事務は，特例条例で市町村に移譲済

広島県農業近代化資金利子
補給要綱

○ 　融資メニュー，融資枠等の見直しを
実施する。

天災資金 農 74 天災資金を貸付けた融資機関に利子補給を
行った市町に対する利子補給金交付事務，融
資機関に対する立入検査　等

天災による被害農林漁業者に
対する資金の融通に関する暫
定措置法

○ 　融資メニュー，融資枠等の見直しを
実施する。

農業改良資金 農 75 農業改良資金を貸付（転貸）ける農協への貸付

　※　農業改良資金の償還金支払猶予申請
　　受付事務は，特例条例で市町村に移譲済

農業改良資金助成法

広島県農業改良資金貸付規
則

○ 　融資メニュー，融資枠等の見直しを
実施する。

漁業金融 農 76 １県信漁連に対する利子補給交付事務
　（漁業近代化資金:県信漁連→漁協等）

２県信漁連に対する貸付金交付事務　等
　（沿岸漁業改善資金:県→県信漁連→沿岸漁
業従事者）

広島県近代化資金利子補給
要綱

広島県沿岸漁業改善資金貸
付規則

○ 　融資メニュー，融資枠等の見直しを
実施する。

林業金融 農 77 １林業木材産業改善資金　特会
　⇒設備資金対象
　○県森連等を通じた貸付

２木材産業等高度化推進資金　特会
　　⇒生産・販売を対象
　　（農林中金等を通じた預託融資）
　○合理化計画認定

３森林整備活性化資金利子補給
　⇒造林事業を対象
　　（市町村等に対する利子補給）
　○林業経営改善計画，
　　森林整備合理化計画認定

林業・木材産業改善資金助成
法

林業経営基盤の強化等の促
進のための資金の融通等に関
する暫定措置法施行令

２１世紀型先進林業地総合整
備資金制度実施要綱

林業経営基盤の強化等の促
進のための資金の融通等に関
する暫定措置法

○ 　融資メニュー，融資枠等の見直しを
実施する。

Ⅶ　農林水産業の振興に関する事務

　Ⅶ－２　施設や生産基盤の整備に関する事務

新農林水産業・農山
漁村活性化総合支
援事業

農 78 集落法人経営確立計画承認事務，施設整備
（生産施設・機械等）単県補助金交付事務，指
導・助言事務　等

○

経営構造対策事業 農 79 国要綱による施設整備（生産施設，加工流通施
設等）補助金交付事務，市町に対する指導・助
言事務　等

○

生産振興（農産）総
合対策事業

農 80 国要綱による施設整備（共同利用施設・機械
等）補助金交付事務，指導・助言事務　等

○

嘱託建築士 農 81 箱物整備（団体営等）の完了検査を建築士に委
嘱する事務
　※嘱託建築士４名（２地域事務所管轄）

○

生産振興（畜産）総
合対策

農 82 国要綱による施設整備補助金交付事務，指導・
助言事務　等

○

畜産環境総合整備
事業

農 83 国要綱による施設整備（基幹施設，排泄物処理
施設等）補助金交付事務，指導・助言事務　等

○

肉用牛・酪農の振興 農 84 国要綱による施設整備（ミルキングパーラー等）
補助金交付事務，指導・助言事務　等

○

養豚・養鶏の振興 農 85 国要綱等による施設整備補助金交付事務，指
導・助言事務　等

○

漁業経営構造改善
事業

農 86 漁業関係施設整備補助金交付事務，指導・助
言事務　等

○

林業・木材産業構
造改革事業

農 87 市町や，森林組合等への施設整備（木材公共
施設，加工・流通施設）補助金交付事務，指導・
助言事務　等

○

１　農業経営体の育成支援に関する
事務事業については，基礎自治体で
総合的・一元的に実施できるよう見
直しを行う。

２　このため，地域事務所と市町が
重層的に行っている事務事業（県推
進事業等）は，基礎自治体に一元化
することを基本とし，県の関与は，段
階的に縮減する。

３　国への提案
　①　多段階・重層構造の現行制度
の簡素化
　②　県推進事業を廃止し，基礎自
治体推進事業へ一本化
　③　国庫補助金については，基礎
自治体で完結するよう一般財源化又
は直接補助
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Ⅶ　農林水産業の振興に関する事務

　Ⅶ－３　生産・加工・流通に関する事務

米政策改革大綱の
推進

農 88 ○米政策大綱（転作面積配分から生産者・団体
（JA）による作る収量の配分へ需給調整方法が
変更）に関する指導・助言事務
○その他関係事業（集荷円滑化対策，稲作所
得基盤確保対策，担い手安定対策　等）の推進
事務　等

○

米穀・麦・大豆の生
産及び流通

農 89 関係機関（市町，国，団体）との総合調整，各種
補助事業・施策の市町指導・助言，各種統計調
査　等

○

野菜・果樹・花き・特
用作物の生産及び流
通

農 90 関係機関（市町，国，団体）との総合調整，各種
補助事業・施策の市町指導・助言，各種統計調
査　等

○

加工食料品・ふるさと
産品の生産及び流通

農 91 ふるさと産品等の生産・流通に関する指導・助
言事務　等

○

地産池消の推進 農 92 地産地消推進会議（県版）の地域下部組織にメ
ンバーとして参画

○

食農教育・食生活指
針の推進

農 93 市町，学校，生産者，消費者等に対する指導・
助言事務　等

○

環境保全型農業の
推進

農 94 エコファーマー認定（持続的農業法４条：農業者
計画を本庁で認定）に関する指導・助言，計画
認定申請書の経由事務

〔本庁事務〕エコファーマー認定事務　等

持続性の高い農業生産方式の
導入の促進に関する法律
４条，５条，９条

○ ○

家畜排泄物等有機
性資源の循環利用
の促進

農 95 家畜排泄物等の有機性資源循環利用の促進に
関する指導・助言事務　等

○

農業用廃プラスチッ
クの適正処理

農 96 農業用廃プラスチック適正処理に関する指導・
助言事務　等

○

中山間地域等直接
支払制度

農 97 中山間地域の農業生産不利益補正補助金に係
る市町への補助金交付事務，集落協定締結指
導・助言事務　等

○

有害鳥獣対策 農 98 イノシシ等広域連携捕獲に係る地元調整事務，
単県補助金交付事務　等

○

農産物の被害対策 農 99 しも被害など今後の農業振興施策・事業に必要
な情報等の収集事務

○

水稲の種子対策 農 100 県が指定した種子生産ほ場における，稲の出
穂から成熟状況までの状況審査

主要農作物種子法 ○ 　種子（市場に出回る前の種籾）審査
については，民間等で対応可能と考
えられる事務であり，国に制度見直し
を提案する。

１　農業経営体の育成・支援に関す
る事務と同様に，基礎自治体による
主体的かつ総合的・一元的な対応に
委ねる。

２　このため，地域事務所と市町が
重層的に行っている事務事業（県推
進事業等）は，基礎自治体に一元化
することを基本とし，県の関与は，段
階的に縮減する。

　

○本庁権限も含め基礎自治体
へ移譲する。
○但し，移譲時期は，制度定着
など条件の整った時（計画期間
後半又はそれ以降）とする。
○なお，それまでの間は，申請
書経由事務等を基礎自治体へ
窓口委託する。
○エコファーマー認定事務に
は，農薬，化学肥料に関する知
識等が必要である。
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Ⅷ　地域活性化に関する事務

　　農山村の地域活性化に関する事務

農村地域工業等導
入促進対策

農 101 市町実施計画（農業従事者が工業等に就業し，
農と工の均衡ある発展）策定に関する指導・助
言事務

〔本庁事務〕県計画策定（国同意必要）事務，市
町計画同意事務　等

農村地域工業等導入促進法 ○ 　市町計画の県協議廃止による市町
事務完結化を国に提案する。

市民農園整備促進
法

農 102 市民農園整備に係る市町等に対する指導・助
言事務　等

〔本庁事務〕市民農園整備基本方針策定，市町
が行う市民農園区域指定，及び開設認定に係
る同意

市民農園整備促進法
３条，４条２項，７条４項

○ １　地元調整事務等については，基
礎自治体の自主的な対応に委ねる。

２　本庁事務については，地域の土
地利用施策の基礎自治体への一元
化を図る視点で，基礎自治体で事務
が完結できるよう県関与（同意事務）
廃止を国に提案したうえで，将来的
に移譲を検討する。

特定農地貸付に関す
る農地法等の特例に
関する法律に関する
こと（市民農園として
利用）

農 103 市町が行う特定農地貸付に係る農業委員会許
可事務への指導・助言事務　等

特定農地貸付に関する農地法
等の特例に関する法律

　市町と農業委員会の事務であり，
県実施の必要はなく，事務廃止とす
る。

特定農山村地域の
整備事業

農 104 ○ソフト事業（高付加価値型農業（新たな農作
物の定着）推進，地域資源を生かした都市農村
交流等）を助成する市町造成基金への間接補
助金交付事務，情報収集・提供，市町事業の指
導・助言事務

○市町が策定する基盤整備計画の作成・変更
に対する同意事務　等

特定農山村地域における農林
業等の活性化のための基盤整
備促進法

○

新山村振興等農林
漁業特別対策事業

農 105 ○ハード・ソフト（山村・都市交流施設等）間接補
助金交付事務，市町への指導・助言（計画立案
等）事務

○農林漁業者等が策定する山村振興計画認定
事務

山村振興法 ○

都市農村交流対策
（農村休暇法）事業

農 106 農村滞在型余暇活動（ワークショップ活動実施
による都市住民受け入れるための地域連携シ
ステムや，廃校利用施設等）への間接補助金交
付事務，情報収集・提供，市町事業指導・助言
事務，市町計画の作成・変更に対する協議事務
等

〔本庁事務〕県基本方針策定　等

農山漁村滞在型余暇活動のた
めの基盤整備の促進に関する
法律

○

Ⅸ　漁業に関する事務

　　漁業に関する事務

漁業の許認可 農 107 ○漁業権者の休業届出受理
○漁業許可
　 中型まき網漁業許可
　 小型まき網漁業許可
　 底引き網漁業許可 （無動力船）　 等

〔本庁事務〕漁業権決定，海区への諮問，漁業
調整規則制定　等

漁業法
３５条　等

広島県漁業調整規則
７条

○

県外・外海出漁 農 108 県外出漁漁業者に対する指導　等 漁業法 ○

漁業権行使規則の
認可

農 109  漁業権をもつ漁協が定める漁業権行使規則
（漁業区域，操業方法，期間等のルールを規
定）の認可

漁業法
８条

○

漁業調整 農 110 漁業権，漁業許可など漁業秩序維持のための
指導・助言事務，漁場又は漁具の標識設置届
出受理　等

広島県漁業調整規則 ○

漁業権・漁場行使・
操業の適正化

農 111 水産資源の保護培養，漁業取締り，漁業調整を
図るための指導・助言事務　等

○

１　地域活性化に資する事務であり，
基礎自治体の主体的な対応に委ね
ることを基本とし，地域事務所が市
町と重層的に行っている事務事業
（県推進事業等）は，段階的に縮減
する。

２　国に対する提案
①基礎自治体への一般財源化又は
直接補助
②県推進事業を廃止し，基礎自治体
推進事業へ一本化
③市町計画の県協議廃止等による
基礎自治体の事務完結化
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事務事業仕分表（農林水産部　非公）

仕分け

項　目 部 NO 事　務　内　容 備　　考

根拠法令

窓
口
委
託

県
実
施

権
限
移
譲

停泊処分 農 112 停泊処分の履行確認事務

〔本庁事務〕停泊処分

広島県漁業調整規則
５０条　等

○

漁業取締（司法警察
職員・漁業監督吏員
=漁港内での違法漁
具摘発等）

農 113 司法警察職員，漁業監督吏員としての漁業取
締事務　等

漁業法
７４条

○

駐留軍に係る漁業の
損失補償

農 114 駐留軍（岩国，秋月，広）による漁業制限水域に
よって損害を受けた漁協に対する損失補償金
の交付事務　等

○

遊漁船業登録 農 115 遊漁船業の登録，立入検査　等

〔本庁事務〕遊漁船団体の指定　等

遊漁船業の適正化に関する法
律

○

漁船登録 農 116 動力漁船（２０トン未満）の建造許可，工事完成
後の認定，漁船として使用する場合の漁船の建
造調整（総トン数の測度）　等

漁船法
４条，６条，８条

小型漁船の総トン数の測度に
関する政令１条

○

漁船登録（認定，検
認）

農 117 漁船登録，登録票の検認（５年毎），漁船の登
録，指定　等

漁船法
１０条，１２条，１３条，１７条，１
９条，２０条，２１条

○

小型船舶登録 農 118 ２０トン未満の船舶（但し，漁船法に規定される
漁船を除く。）に係る総トン数の測度

小型船舶の総トン数の測度に
関する法律

　現在，県に法定受託されているが，
H１７年度から国が小型船舶検査機
構に行わせるため事務廃止とする。

資源管理型漁業 農 119 漁業者が行う資源管理実践活動（広域回遊魚
種の資源回復推進）等に対する間接補助金交
付事務，指導・助言事務　等

○

ヒラメパイロット
事業

農 120 広島県栽培漁業協会に対するヒラメ栽培漁業に
係る間接補助金交付事務，指導・助言事務　等

○

ＴＡＣ，ＴＡＥの
推進

農 121 資源回復のための漁獲量（TAC），出漁隻日数
の上限設定（TAE）に係る指導・助言事務，漁獲
量等の把握・管理事務　等

○

赤潮対策等漁場環
境対策

農 122 赤潮対策等に係る指導普及事務，赤潮発生通
報時における水質検査　等

○

漁業災害の調査 農 123 漁業災害等の被害調査事務　等 ○

水産業(漁業)協同組
合法に基づく指導監
督

農 124 設立認可，解散決議の認可，報告の聴取・資料
提出命令　等

水産漁業協同組合法

水産業協同組合法施行令

漁業協同組合等の信用事業に
関する命令

水産業協同組合法施行細則

○

水産業協同組合の
育成・指導監督

農 125 水産業協同組合法に付随した指導・助言事務
等

○

漁協合併 農 126 漁協が定めた合併後の事業経営計画認定事
務，漁協に対する合併に係る指導・助言，関係
市町村に対する協力要請事務　等

〔本庁事務〕県漁連が定めた合併基本計画の届
出受理，合併基本計画策定及び実施に係る指
導・助言事務　等

漁業協同組合合併促進法 ○

林業関係団体の指
導監督

農 127 森林組合に対する指導監督事務，定款変更認
可，精算人の選任　等

〔本庁事務〕設立認可事務　等

森林組合法 ○

35



事務事業仕分表（農林水産部　非公）

仕分け

項　目 部 NO 事　務　内　容 備　　考

根拠法令

窓
口
委
託

県
実
施

権
限
移
譲

　家畜保健衛生

　　家畜保健衛生に関する事務

家畜の保健衛生等 農 128 家畜の保健衛生，防疫，病性鑑定，検査等に関
する事務（家畜保健衛生所の業務）

家畜保健衛生所法
家畜伝染病予防法
薬事法
家畜改良増殖法
飼料安全法

○ 　客体数や分布等を勘案して，効率
的な事務処理体制を検討する。
　なお，この際には家畜伝染病発生
時の初動防疫の重要性等や，本庁，
周辺の市町及び団体等との連携・応
援体制を踏まえる必要がある。
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事務事業仕分表（農林水産部　公共）

項　　目

事　務　内　容
仕分け

備　考
権
限
移
譲

県
実
施

団体営事業
への技術支
援，補助金
関係事務

農林公共- 1

団体営事業に関する調査（土地改良，漁場基
盤整備，林道整備）
・予定地調査
・国庫委託調査（土地改良施設の現況調査な
ど）

○
○県実施（市町指導・助言事務については，県の
関与は段階的に縮減する。）

農林公共- 2 土地改良区の育成・指導 ○
○土地改良法に基づく指導・監督権限を市町に権
限移譲する。

農林公共- 3
団体営土地改良事業（市町事業）に係る事業
施工認可等土地改良法上の手続

○
○県実施（市町指導・助言事務については，県の
関与は段階的に縮減する。）

農林公共- 4
団体営土地改良事業（土地改良区等の事業）
に係る事業施工認可等土地改良法上の手続

○
○土地改良法に基づく権限を市町に権限移譲す
る。

農林公共- 5

団体営事業に係る補助金関係事務（土地改
良，漁場基盤整備，林道整備）
・市町の補助申請の審査・進達
・市町への補助金の支出事務
・事業完了確認・検査等事務

○
○県実施（市町指導・助言事務については，県の
関与は段階的に縮減する。）

農林公共- 6

団体営事業に対する技術支援（土地改良，漁
場基盤整備，林道整備）
・事業計画策定に対する指導・助言
・設計・積算に対する指導・助言
・事業実施に対する技術支援・審査

○
○県実施（市町指導・助言事務については，県の
関与は段階的に縮減する。）

農林公共- 7

災害復旧に係る補助金関係事務（土地改良，
林道整備）
・国の災害査定実施に関する調整
・市町の補助申請の審査・本庁進達
・市町への補助金の支出事務

○
○県実施（市町指導・助言事務については，県の
関与は段階的に縮減する。）

農林公共- 8

災害復旧に対する技術支援（土地改良，林道
整備）
・事業計画策定に対する指導・助言
・設計・積算に対する指導・助言
・事業実施に対する技術支援・審査

○
○県実施（市町指導・助言事務については，県の
関与は段階的に縮減する。）

Ⅶ　農林水産業の振興に関する事務

　Ⅶ─２　施設や生産基盤の整備に関する事務　　基盤整備（団体営）

○土地改良
　事業
・ほ場整備
・農道整備
・総合整備
　など

○漁場基盤
　整備
・漁礁設置
・底質改善
　など

○林道整備
・林道整備
・作業路等
　など
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事務事業仕分表（農林水産部　公共）

項　　目

事　務　内　容
仕分け

備　考
権
限
移
譲

県
実
施

県営事業の
調査等

農林公共- 9

県営事業に関する調査（土地改良，漁場基盤
整備，林道整備）
・予定地調査
・国庫委託調査（土地改良施設の現況調査な
ど）

○ ○県で実施する。

県営土地改
良事業

農林公共- 10

技術的専門性を要する工事の実施
・大規模な橋梁・ﾄﾝﾈﾙ等を含む農道工事
・ダム，パイプライン等の工事を含む基幹
　水利施設の建設・補修
・地すべり対策工事
・県営ため池改修のうち大規模な工事　等

○ ○県で実施する。

農林公共- 11

効果が主として地域内で完結し，高度な専門
性を要しない工事の実施（用地買収・補償，
換地計画策定指導等を含む）
・ほ場整備
・大規模な橋梁・ﾄﾝﾈﾙ等を含まない農道工事
・県営ため池改修のうち大規模でない工事
　等

○

○事業主体は県であるが，事務処理特例条例等の
手法（私法上の委託を含む）を活用し，市町によ
る事業実施を進めていく（別途，県が具体の範囲
を定める）。

農林公共- 12

事業主体としての事務手続
・事業実施申請の受理，審査，決定
・換地処分，異議申立て等への対応
・受益者負担金，市町分担金の徴収
・補助金返還に関する現地事務処理　等

○ ○県で実施する。

県営漁場基
盤整備

農林公共- 13 大規模なも場・干潟の造成工事 ○
○広域性，大規模性，専門性がある工事は県が実
施する。

県営漁港整
備

農林公共- 14

占用許可等法令に基づく管理

①地域的に利用される漁港
②広域的に利用される漁港

※桟橋等の管理，使用料の徴収等を事務委託
により移譲している漁港もある。

① ②

・地域的に利用されるものと広域的に利用される
ものを整理する（以下，同じ）。
①施設整備が必要なものを除き，計画期間を通じ
て管理者の変更を進めていく（管理者変更までの
間は，事務委託で市町に委託したものは市町，そ
の他は県で実施する）。

②漁港管理者である県で実施する。

農林公共- 15

漁港の維持修繕

①地域的に利用される漁港
②広域的に利用される漁港

※市町に事務委託した施設の１件百万円未満
の維持修繕は市町に移譲済み

①
●

②

①管理者変更により移譲する
●管理者変更までは原則として県で実施するが，
漁港土木技術の特殊性等を踏まえながら，可能な
ものについては事務処理特例条例等の手法（私法
上の委託を含む）を活用して市町による事業実施
を進めていく。

②漁港管理者である県で実施する。

農林公共- 16

漁港の施設整備（単県，国補）

①地域的に利用される漁港
②広域的に利用される漁港

①
●

②

①管理者変更により移譲する
●管理者変更までは原則として県で実施するが，
単県施設整備については，漁港土木技術の特殊性
等を踏まえながら，可能なものについては事務処
理特例条例等の手法（私法上の委託を含む）を活
用して市町による事業実施を進めていく。

②漁港管理者である県で実施する。

Ⅶ　農林水産業の振興に関する事務

　Ⅶ─２　施設や生産基盤の整備に関する事務　　基盤整備（県営）
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事務事業仕分表（農林水産部　公共）

項　　目

事　務　内　容
仕分け

備　考
権
限
移
譲

県
実
施

農林公共- 17

漁港の災害復旧

①地域的に利用される漁港
②広域的に利用される漁港

① ②

①管理者変更により移譲する（管理者変更まで
は，県で実施する）。

②漁港管理者である県で実施する。

県営林道整
備

農林公共- 18
技術的専門性を要する工事の実施
・大規模な橋梁・ﾄﾝﾈﾙ等を含む林道工事

○ ○県で実施する。

農林公共- 19

効果が主として地域内で完結し，高度な専門
性を要しない工事の実施（使用貸借契約，立
木補償等を含む）
・大規模な橋梁・ﾄﾝﾈﾙ等を含まない林道工事

○

○事業主体は県であるが，事務処理特例条例等の
手法（私法上の委託を含む）を活用し，市町によ
る事業実施を進めていく（別途，県が具体の範囲
を定める）。

県営土地改
良事業
・中山間総
　合整備
・農村振興
　総合整備
　など

農林公共- 20

効果が主として地域内で完結し，高度な専門
性を要しない工事の実施（用地買収・補償等
を含む）
・用水施設の整備工事
・農村公園の整備，コミュニティ施設，防火
　施設等の建設工事
・集落道の整備工事　など

○

○事業主体は県であるが，事務処理特例条例等の
手法（私法上の委託を含む）を活用し，市町によ
る事業実施を進めていく（別途，県が具体の範囲
を定める）。

団体営事業
への技術支
援，補助金
関係事務

農林公共- 21

団体営中山間総合整備，団体営漁業集落環境
整備，団体営森林居住空間整備などに関する
次の事務
・団体営事業に関する調査
・補助金関係事務（通常の事業実施，災害復
旧）
・技術支援（通常の事業実施，災害復旧）

○
○県実施（団体営事業に対する補助金事務は本庁
で実施する。また，市町指導・助言事務について
は，県の関与は段階的に縮減する。）

県営土地改
良事業
【再掲】

農林公共- 22
・県営農道整備

【農林公共─10～12に同じ】
─ ─

（技術的専門性を要する工事は県で実施し，要し
ない工事は市町による事業実施を推進する。）

　Ⅹ─２　交通基盤の整備に関する事務　　（農林道，漁港関連道）

Ⅹ　地域の生活基盤に関する事務

　Ⅹ─１　生活環境の整備に関する事務　（農山漁村の上下水，公共施設，生活道路）

Ⅹ　地域の生活基盤に関する事務
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事務事業仕分表（農林水産部　公共）

項　　目

事　務　内　容
仕分け

備　考
権
限
移
譲

県
実
施

県営漁港
整備
【再掲】

農林公共- 23
・県営漁港整備における漁港関連道整備

【農林公共─ 14～17に同じ】
─ ─

（広域的に利用される漁港については県が実施
し，地域的に利用される漁港については管理者変
更により市町に権限移譲する。）

県営林道整
備
【再掲】

農林公共- 24
・県営林道開設・改良

【農林公共─18,19に同じ】
─ ─

（技術的専門性を要する工事は県で実施し，要し
ない工事は市町による事業実施を推進する。）

団体営事業
への技術支
援，補助金
関係事務
【再掲】

農林公共- 25

団体営中山間総合整備，団体営漁港環境整
備，団体営森林居住空間整備などに関する次
の事務
・団体営事業に関する調査
・補助金関係事務（通常の事業実施，災害復
旧）
・技術支援（通常の事業実施，災害復旧）

─ ─
○県実施（団体営事業に対する補助金事務は本庁
で実施する。また，市町指導・助言事務について
は，県の関与は段階的に縮減する。）

漁港海岸 農林公共- 26

漁港区域内の海岸保全区域における占用許
可，工事原因者への工事命令等法令に基づく
管理
①地域的に利用される漁港区域内
②広域的に利用される漁港区域内

① ②

①施設整備が必要なものを除き，計画期間を通じ
て，漁港の管理者変更と一体に海岸管理者の変更
を進めていく（管理者変更までの間は，県で実施
する）。

②海岸管理者である県で実施する。

農林公共- 27
漁港区域内の海岸保全施設の維持修繕
①地域的に利用される漁港区域内
②広域的に利用される漁港区域内

①
●

②

①漁港の管理者変更と一体に海岸管理者変更によ
り移譲する
●管理者変更までは，原則として県で実施する
が，事務処理特例条例等の手法（私法上の委託を
含む）を活用して市町による事業実施を進めてい
く。

②海岸管理者である県で実施する。

農林公共- 28
漁港区域内の海岸保全施設の施設整備
①地域的に利用される漁港区域内
②広域的に利用される漁港区域内

① ②

①漁港の管理者変更と一体に海岸管理者変更によ
り移譲する（管理者変更までは，原則として県で
実施する）。

②海岸管理者である県で実施する

農林公共- 29
漁港の区域内の海岸保全施設の災害復旧
①地域的に利用される漁港区域内
②広域的に利用される漁港区域内

① ②

①漁港管理者変更と一体に海岸管理者変更により
移譲する（管理者変更までは，県で実施する）。

②海岸管理者である県で実施する。

Ⅹ　地域の生活基盤に関する事務

　Ⅹ─２　交通基盤の整備に関する事務　Ⅹ─３　住民の生命財産保全に関する事務　（漁港海岸）（農地海岸）（治山）
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事務事業仕分表（農林水産部　公共）

項　　目

事　務　内　容
仕分け

備　考
権
限
移
譲

県
実
施

農地海岸 農林公共- 30
海岸保全区域（農林水産省所管分）に係る占
用許可，工事原因者への工事命令等法令に基
づく管理

○

○施設整備が必要なものを除き，海岸法５条２項
の適用方法等を検討し，計画期間を通じて管理者
変更を進めていく（管理者変更を行うまでの間
は，県で実施する）。

農林公共- 31
海岸保全区域（農林水産省所管分）に係る
①占用許可等日常的管理
②工事原因者への工事命令等

① ②

①海岸法５条２項による管理者変更を行うまでの
間においても，海岸法５条６項により移譲可能な
事務は権限移譲を進めていく。
②管理者変更までの間は，県で実施する（海岸法
５条６項，海岸法施行令１条の４により移譲でき
ない事務）

農林公共- 32
海岸保全区域（農林水産省所管分）内の海岸
保全施設の維持修繕

○
●

○管理者変更により移譲する。
●管理者変更までは，原則として県が実施する
が，事務処理特例条例等の手法（私法上の委託を
含む）を活用した市町による事業実施を進めてい
く。

農林公共- 33
海岸保全区域（農林水産省所管分）内の海岸
保全施設の施設整備

○
○管理者変更により移譲する（管理者変更まで
は，原則として県で実施する）。

農林公共- 34
海岸保全区域（農林水産省所管分）内の海岸
保全施設の災害復旧

○
○管理者変更により移譲する（管理者変更まで
は，県で実施する）。

治　山 農林公共- 35 治山施設台帳の作成・保管などの管理事務 ○ ○県で実施する。

農林公共- 36 治山施設の維持修繕 ○

○市町の区域内で完結する水系に係る施設整備
は，当該保安林に関する権限移譲に合わせて市町
で実施できるよう国に制度改正を提案する。

○施設整備について，保安林に関する権限移譲が
実現するまでの間も，事務処理特例条例等の手法
（私法上の委託を含む）を活用し，市町の規模・
能力を勘案しながら，計画期間を通じて市町によ
る事業実施を進めていく。
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事務事業仕分表（農林水産部　公共）

項　　目

事　務　内　容
仕分け

備　考
権
限
移
譲

県
実
施

農林公共- 37
複数年度にわたり，面的に集中的に行う治山
ダム・山腹工事等の実施

○ ○大規模性，専門性があり，県で実施する。

農林公共- 38
単年度で整備する治山ダム・山腹工事等の実
施

○

○市町の区域内で完結する水系に係る施設整備
は，当該保安林に関する権限移譲に合わせて市町
で実施できるよう国に制度改正を提案する。

○施設整備について，保安林に関する権限移譲が
実現するまでの間も，事務処理特例条例等の手法
（私法上の委託を含む）を活用し，市町の規模・
能力を勘案しながら，計画期間を通じて市町によ
る事業実施を進めていく（別途，県が具体の範囲
を定める）。

農林公共- 39 災害復旧，災害関連事業の実施 ○
○県で実施する。
　保安林に関する権限移譲に合わせて市町で実施
できるよう国に制度改正を提案していく。

地すべり防
止施設の整
備，維持及
び指定地の
管理

農林公共- 40
地すべり防止区域内の許認可等法令に基づく
管理

※

※指定地内における占用許可等の管理権限につい
ては，国に対する制度改正の提案を行うととも
に，県としても市町で実施できる仕組みの検討を
行い，計画期間を通じて，移譲可能と判断された
事務から移譲を進めていく。

農林公共- 41 地すべり防止施設の維持修繕 ○

○技術的に難易度の高い工事であり，当面県で実
施する。
　今後，県としても市町で実施できる仕組みの検
討を行い，国に制度改正を提案していく。

農林公共- 42
地すべり防止施設の施設整備
（国補）

○

○技術的に難易度の高い工事であり，当面県で実
施する。
　今後，県としても市町で実施できる仕組みの検
討を行い，国に制度改正を提案していく。

農林公共- 43 地すべり防止施設の災害復旧 ○

○技術的に難易度の高い工事であることから，当
面県で実施する。
　今後，県としても市町で実施できる仕組みの検
討を行い，国に制度改正を提案していく。
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事務事業仕分表（農林水産部　公共）

項　　目

事　務　内　容
仕分け

備　考
権
限
移
譲

県
実
施

ダム管理 農林公共- 44 ・三川ダムの管理 ○
○管理に高度な技術を要することから，県で実施
する。
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